
【報告事項】 

令和２年度 事業報告について 

 

１．概況 

公益事業の主柱である、税に関する活動、租税教室、絵はがきコンクール、ふるさと・税金かるた大会、税務研修等の

税の啓発活動を重要項目として事業に取り組んでまいりました。 

２．公益目的事業実施状況 

① 研修事業（公１） 

 研修活動につきましては厚狭税務署の御協力を得て、税制の改正事項等について税務研修を実施しました。 

・税務研修会 

 税務署の統括官・審理専門官を講師に迎え、税の改正点と注意事項を中心に税務研修会を実施いたしました。   

令和２年 10月２日（金）  税務研修 Web セミナー  38名（一般３名） 

令和２年 1１月２０日（金）  年末調整説明会 Web セミナー  15名（一般 0名） 

② 租税教育事業（公１） 

 租税教育事業としては女性部会を中心に管内の小学生 5・6 年生を対象に「税の絵はがきコンクール」を実施してお

ります。絵はがきコンクールの応募状況は、令和元年度 377点、令和２年度 278点でした。 

 同じく、租税教育事業として青年部会を中心に管内の小学校で租税教室をリモート授業で実施し、管内の小学生

４・５・６年生を対象にした『かるたｄｅ税』ふるさと・税金かるたを使用した『かるたｄｅクイズ』も実施しました。 

 また「税について考える週間」の行事として、新聞折込チラシに「税金クイズ」を掲載し美祢市・山陽小野田市

23,000世帯に配布しました。 

 【女性部会 租税教育事業】 

活動内容 場   所 日   時 

絵はがきコンクール 優秀作品選考 山陽商工会館 令和２年 9月 2３日（水） 

税金クイズ 新聞折込チラシ 令和２年 10月 29日（木） 

絵はがきコンクール 作品展示 おのだサンパーク 令和２年 11月 6～15日 

絵はがきコンクール 表彰状授与  於福小学校 令和２年 11月 18日（水） 

【青年部会 租税教育事業】 

活動内容 場   所 日   付 

  租税教室 高泊小学校 令和２年 7月 6日（月） 

  租税教室・講師養成研修 厚狭地区複合施設 令和２年 11月 16日（月） 

  租税教室（リモート授業見学） 大嶺・伊佐小学校 令和２年 12月 8日（火） 

  租税教室（リモート授業） 綾木・淳美・大田小学校 令和３年 1月 12日（火） 

  かるたｄｅクイズ（かるた大会代替） メール・ＦＡＸ受付 令和２年 12月～１月末〆 

  租税教室（リモート授業） 小野田・厚陽小学校 令和３年２月 24日（水） 

  ラジオ出演 FM スマイルウェ～ブ 令和３年３月 18日（木） 



③ 税の広報事業（公１） 

・会報の発行 

税にかかる情報と法人会の活動状況を広く会員の皆様に伝達するために、会報厚狭法人会 1９号を発行しまし

た。 

・その他刊行物の配布 

全法連が発行している季刊誌「ほうじん」を会員の皆様に年 4回、その他の税にかかる情報冊子も研修案内と併せ 

て郵便にて随時配布いたしました。 

・その他 

ホームページにも税の広報資料を掲載し税情報が多くの人に知ってもらえるようにしました。また、税務研修等の案

内を掲示し広く案内を発信いたしました。 

・税金クイズやかるた等を用いて市民に対し、税の仕組みと大切さをアピールしました。 

 

④ 税制提言事業（公１） 

・税制改正に関する提言の採択 

 会員にアンケート用紙を配布し、令和３度税制改正要望が各県連より全法連税制委員会に提出され、採択され

ました。 

・提言については会報等を通じて内容を広く知っていただくようにいたしました。 

・地元自治体等に対する提言活動 

   採択された事項を、会長・税制委員長を通じて提言しました。 

    令和２年 11月６日（金）   山陽小野田市長 藤田 剛二 氏  

       令和２年 11月６日（金）   山陽小野田市議会議長 小野 泰 氏 代理 副議長 

 

⑤ 経営支援事業（公２） 

令 和 ２ 年 ８ 月 ８ 日 （ 土 ）  北村 恒夫 氏 ※コロナ禍の為、中止 

令 和 ３ 年 ２ 月 １ ８ 日 （ 木 ）  須田 慎一郎 氏 オンラインセミナー 18名（一般 6名） 

令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ４ 日 （ 水 ）  笠井 信輔 氏 オンラインセミナー 10名（一般 5名） 

 令 和 ３ 年 ３ 月 １ ９ 日 （ 金 ）  辺 真一 氏 オンラインセミナー 10名（一般 3名） 

 

 

⑥ 社会貢献事業（公２） 

  令和２年６月１８日（金）山陽小野田市・美祢市の教育委員会へ図書の寄贈を実施しました。 

  



３．共益事業実施状況 

会員支援事業 

① 福利厚生事業 

企業の防衛と経営者の生涯保障とともに、法人会の財政基盤となる福利厚生制度の普及と加入促進のために、

厚生委員会と関係保険会社が協力して推進してまいりました。 

福利厚生事業の推進策として下記の連絡協議会を開催いたしました。 

 令和２年１２月４日（金）  厚生・広報 福利厚生連絡協議会  山陽商工会館２F 

 

 

 主な福利厚生制度の加入状況【福利厚生制度保険料収入実績一覧表】（県法連の資料による） 

前期：平成 31年４月 ～ 令和２年 2月分 保険料収入実績 

大同生命 A I U アフラック 合  計 

124,510,222 29,905,390 30,720,131 185,135,743 

 

今期：令和２年４月 ～ 令和３年 2月分 保険料収入実績 

大同生命 A I U アフラック 合  計 

119，301，559 34,842，560 30,167，194 184,311，313 

３社合計対前年比 99.6％の実績    （単位：千円） 

 

 

② 会員増強事業 

組織基盤の強化につきましては、結果として会員減少となりました。 

Ｒ2.12月末 

所管法人数 
Ｒ2.3月末会員数 新規加入 退会数 Ｒ3.3月末会員数 加入率 

1223 445 3 

 

19 429 35.0% 

部会会員の増強について親会役員が支援する。 

青年部会員１名の入会のみとなりました。 

 

③ 役員税務研修会 

コロナ禍の為、中止となりました。 

  



④ 部会活動状況 

  【女性部会】 

理事会     山陽商工会館       令和２年４月  ９日（木） 

総会    書面決議        令和２年 6 月  ５日（金） 

理事会         山陽商工会館     令和２年７月 1５日（水） 

正副会長会議      Web 会議（ZOOM）    令和２年 9 月  3 日（木） 

理事会         中止           令和２年 9 月 18 日（金） 

正副会長会議      山陽商工会館       令和２年 9 月 23 日（水） 

正副会長会議      Web 会議（ZOOM）     令和３年２月   9 日（火） 

理事会         山陽商工会館         令和３年３月 16 日（火） 

 

   女性部会 会員数は次の通りです。 

令和２年３月３１日会員数 令和３年３月 31 日会員数 増 減 

3３ 33 0 

 

【青年部会】 

理事会               山陽商工会館      中止 

  総会                山陽商工会館       令和２年６月８日（月） 

  理事会               Web 会議（ZOOM）    令和２年９月８日（火） 

  理事会               Web 会議（ZOOM）    令和３年２月９日（火） 

 

   青年部会 会員数は次の通りです。 

平成 31 年３月 31 日会員数 令和２年３月 31 日会員数 増 減 

50 49 -1 

 

⑥ 会員企業の声を広く集めるために全法連の実施するアンケート調査システムの回答率アップを目指しました。 

  



 

４．管理関係 

  理事会・総会・諸会議実施状況 

令和２年４月１４日（火） 監査 山陽商工会館 

令和２年４月 21日（火）※中止 総務委員会 山陽商工会館 

令和２年 5月１５日（金） 税制委員会 事務所 

令和２年５月１８日（月） 第１回理事会 書面決議 

令和２年 6月５日（金） 第８回定時総会 山陽商工会館 

令和２年７月１７日（金） 厚生委員会 山陽商工会館 

令和２年８月１８日（金） 広報委員会 山陽商工会館 

令和２年８月１８日（金） 総務委員会 山陽商工会館 

令和２年９月４日（金） 組織委員会 Web会議（ZOOM） 

令和２年９月４日（金） 研修委員会 Web会議（ZOOM） 

令和２年９月１５日（火） 総務委員会 Web会議（ZOOM） 

令和２年１０月２日（金） 正副会長会議 Web会議（ZOOM） 

令和２年１０月１３日（火） 総務委員会 Web会議（ZOOM） 

令和２年１２月４日（金） 広報委員会 Web会議（ZOOM） 

令和２年１２月４日（金） 正副会長会議 Web会議（ZOOM） 

令和３年 2月２日（火） 総務委員会 Web会議（ZOOM） 

令和３年 3月２日（月） 組織・研修委員会 Web会議（ZOOM） 

令和３年 3月５日（金） 第 2回理事会 Web会議（WebEX） 

 

・全法連の助成金制度に関する実地調査が実施される予定でしたが、コロナ禍の為、延期になりました。 

 


